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ことしも冬季賞与の時期が近づいてきまし
た。様々な経済指標から、2022年の冬季
賞与の行方を展望します。

※本記事は2022年10月5日現在の情報に基づいています。

２
０
２
１
年
年
末
以
降
の
状
況

　

２
０
２
１
年
の
年
末
賞
与
を
振
り
返

る
と
、
本
稿
が
中
小
企
業
を
代
表
す
る

指
標
と
し
て
取
り
上
げ
る
厚
生
労
働
省

「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
30
〜
99
人
規

模
で
は
、
34
万
４
９
２
１
円
（
前
年
同

期
比
１
・
８
％
減
）
と
い
ま
だ
コ
ロ
ナ

禍
の
影
響
か
ら
抜
け
出
せ
な
い
状
況
に

あ
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
今
夏
賞
与
に

つ
い
て
は
、
す
で
に
公
表
さ
れ
て
い
る

支
給
実
績
を
み
る
と
（
本
稿
執
筆
時
点

で
は
、
毎
月
勤
労
統
計
調
査
に
よ
る
２

０
２
２
年
夏
季
賞
与
実
績
は
未
公
表
）、

大
手
企
業
８
・
77
％
増
（
経
団
連
調

査
）、
中
小
企
業
３
・
46
％
増
（
東
京

は
あ
く
ま
で
も
本
業
で
あ
げ
た
利
益
の

社
員
に
対
す
る
分
配
で
あ
る
こ
と
を
確

認
し
て
お
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

日
本
経
済
は
緩
や
か
に
回
復

　

２
０
２
２
年
４
〜
６
月
期
の
実
質
Ｇ

Ｄ
Ｐ
は
、
前
期
比
０
・
９
％
（
年
率

３
・
５
％
）
と
プ
ラ
ス
に
転
じ
ま
し

た
。
７
〜
９
月
期
は
伸
び
が
緩
や
か
に

な
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
22
年
度
を

通
し
て
２
・
０
％
の
成
長
が
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。

　

23
年
度
は
海
外
経
済
の
減
速
も
予
想

さ
れ
て
お
り
、
成
長
の
テ
ン
ポ
が
緩
や

か
と
な
る
な
か
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
１
・

０
％
前
後
ま
で
減
速
す
る
と
の
見
通
し

が
大
勢
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

消
費
者
物
価
指
数
（
コ
ア
Ｃ
Ｐ
Ｉ
＝

生
鮮
食
品
を
除
く
総
合
指
数
）
は
、
こ

と
し
８
月
に
前
年
同
月
比
２
・
８
％
と

30
年
ぶ
り
の
水
準
を
記
録
、
年
末
に
か

け
て
な
お
上
昇
す
る
可
能
性
が
指
摘
さ

れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
原
油
価
格
の

安
定
化
に
伴
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
上
昇

は
鈍
化
す
る
と
思
わ
れ
、
ま
た
食
料
品

の
価
格
転
嫁
が
進
む
一
方
で
サ
ー
ビ
ス

価
格
の
上
昇
は
限
定
的
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
23
年
度
の
コ
ア
Ｃ

Ｐ
Ｉ
の
上
昇
率
は
１
・
０
％
前
後
に
落

ち
着
く
こ
と
で
し
ょ
う
。

　

海
外
に
目
を
向
け
る
と
、
世
界
経
済

都
調
査
。
２
９
９
人
以
下
企
業
）
な

ど
、
企
業
業
績
の
回
復
を
背
景
に
堅
調

な
動
き
が
み
ら
れ
ま
し
た
。

　

賞
与
を
支
給
す
る
こ
と
の
本
質
的
な

目
的
は
「
利
益
の
分
配
」
に
あ
り
ま
す

の
で
、
夏
季
賞
与
で
は
企
業
業
績
の
回

復
を
う
け
て
、
賞
与
を
増
額
し
た
企
業

が
増
え
た
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
、
経
営
者
の
な
か
に
は
賞
与
支

給
に
際
し
て
「
物
価
上
昇
に
よ
る
社
員

の
経
済
的
負
担
増
に
配
慮
す
べ
き
で
は

な
い
か
」
と
考
え
る
方
が
い
る
か
も
し

れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
物
価
上
昇
に
伴

う
生
計
費
の
負
担
増
に
対
し
て
は
月
例

賃
金
、
具
体
的
に
は
基
本
給
の
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
で
対
応
す
べ
き
も
の
で
、
賞
与

の
減
速
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
具
体

的
に
は
、
利
上
げ
に
よ
る
欧
米
で
の
景

気
後
退
や
中
国
に
お
け
る
コ
ロ
ナ
対
応

に
起
因
す
る
成
長
率
の
鈍
化
、
ウ
ク
ラ

イ
ナ
紛
争
の
長
期
化
等
が
下
振
れ
リ
ス

ク
と
し
て
挙
げ
ら
れ
ま
す
の
で
、
今
後

の
動
向
に
注
意
が
必
要
で
す
。

企
業
業
績
は
二
極
化
へ

　

法
人
企
業
統
計
に
よ
れ
ば
、
２
０
２

２
年
４
〜
６
月
期
に
お
け
る
本
業
の
利

益
を
示
す
営
業
利
益
は
、
全
産
業
で
は

前
年
同
期
比
13
・
１
％
増
と
な
っ
た
も

の
の
、
製
造
業
全
体
で
は
６
・
６
％
減

と
な
り
ま
し
た
。
資
源
価
格
の
高
騰
に

急
激
な
円
安
も
加
わ
っ
た
こ
と
か
ら
、

円
安
の
メ
リ
ッ
ト
を
受
け
る
業
種
（
鉄

鋼
、
業
務
用
機
械
、
情
報
通
信
機
械
な

ど
）
と
コ
ス
ト
高
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
直

に
受
け
る
業
種
（
金
属
製
品
、
生
産
用

機
械
、
輸
送
用
機
械
な
ど
）
と
の
間
で

二
極
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
営
業
利
益
の
伸
び
率
を
資
本

金
規
模
別
で
み
る
と
、
10
億
円
以
上

14
・
９
％
、
１
億
〜
10
億
円
16
・
９
％

に
対
し
、
１
０
０
０
万
〜
１
億
円
は

３
・
４
％
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
中
小
企
業

で
は
価
格
転
嫁
が
十
分
に
進
ん
で
い
な

い
ほ
か
、
設
備
投
資
も
６
四
半
期
ぶ
り

に
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
る
な
ど
、
景
況
感

の
不
透
明
さ
が
よ
り
大
き
な
影
を
落
と

中小企業の
今冬賞与の
支給相場を
予測する
大槻　幸雄
賃金管理研究所所長
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し
て
い
る
と
言
え
ま
し
ょ
う
。

雇
用
の
逼
迫
感
は
増
し
て
い
る

　

８
月
の
完
全
失
業
率
は
２
・
５
％
と

前
月
比
で
０
・
１
ポ
イ
ン
ト
低
下
、
完

全
失
業
者
数
も
１
７
７
万
人
と
前
年
同

月
比
で
17
万
人
減
少
し
ま
し
た
。
有
効

求
人
倍
率
は
１
・
32
倍
へ
と
上
昇
（
前

月
比
０
・
03
ポ
イ
ン
ト
増
）、
正
社
員

に
限
定
し
て
も
１
・
02
倍
と
雇
用
は
改

均
９
６
１
円
（
前
年
比
31
円
増
）
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。
さ
ら
に
こ
と
し

10
月
よ
り
社
会
保
険
の
適
用
範
囲
が
拡

大
。
こ
れ
ま
で
５
０
１
人
以
上
の
企
業

に
限
定
し
て
、
週
20
時
間
以
上
、
月
収

８
万
８
０
０
０
円
以
上
の
パ
ー
ト
の
社

会
保
険
加
入
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
た

も
の
が
、
従
業
員
数
１
０
１
人
以
上
の

企
業
へ
と
対
象
が
広
が
り
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
人
材
獲
得
競
争
は
厳
し

善
基
調
に
あ
り
ま
す
。

　

９
月
の
日
銀
短
観
で
は
、
中
小
企
業

の
雇
用
人
員
判
断
は
マ
イ
ナ
ス
32
ポ
イ

ン
ト
（「
過
剰
」－「
不
足
」：
％
ポ
イ
ン

ト
）
に
達
し
、
大
企
業
（
マ
イ
ナ
ス
17

ポ
イ
ン
ト
）
よ
り
も
雇
用
の
逼
迫
感
が

強
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
人
件
費
負
担
増
を
憂
慮
す

る
企
業
も
増
え
て
い
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
の
最
低
賃
金
は
全
国
平

さ
を
増
す
な
か
、
人
件
費
の
増
加
要
因

に
も
配
慮
し
つ
つ
、
人
事
政
策
を
決
定

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

今
冬
賞
与
は
１
・
５
％
増
と
予
測

　

以
上
の
よ
う
な
経
済
・
経
営
環
境
を

踏
ま
え
、
今
冬
賞
与
は
前
年
同
期
比
で

１
・
５
％
増
加
す
る
も
の
と
予
測
し
ま

す
。
企
業
業
績
は
緩
や
か
な
が
ら
も
回

復
基
調
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
支
給
額
は

プ
ラ
ス
基
調
で
推
移
す
る
で
し
ょ
う
。

　

し
か
し
、
直
近
の
原
材
料
費
の
高
騰

や
価
格
転
嫁
の
遅
れ
、
世
界
経
済
の
後

退
懸
念
な
ど
景
況
感
の
後
退
を
受
け

て
、
２
０
１
９
年
の
実
績
と
同
程
度

か
、
こ
れ
を
や
や
下
回
る
水
準
に
と
ど

ま
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

も
ち
ろ
ん
、
業
績
回
復
の
状
況
は
業

種
に
よ
っ
て
違
い
ま
す
し
、
同
じ
業
種

内
で
あ
っ
て
も
企
業
に
よ
っ
て
業
績
格

差
が
大
き
く
出
や
す
い
の
が
今
日
の
状

況
で
す
。
業
種
別
の
動
向
は
上
表
を
ご

参
照
く
だ
さ
い
。

　

賞
与
や
昇
給
・
ベ
ア
を
含
め
、
賃
金

戦
略
は
企
業
業
績
を
十
分
に
考
慮
し
て

決
定
す
る
の
が
基
本
で
は
あ
る
も
の
、

人
材
不
足
感
の
強
い
業
種
（
建
設
業
、

宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
、
医
療
・
福

祉
な
ど
）
で
は
、
人
材
の
獲
得
・
定
着

を
最
優
先
に
賞
与
配
分
を
決
定
す
る
企

業
も
増
え
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。　

お
お
つ
き
　
ゆ
き
お　

証
券
会
社
を
経
て
㈱
賃
金
管
理
研
究
所
入
所
。 

以
降
、
今
日
ま
で
30
年
以
上
に
わ
た
り
人
事
業

務
分
野
に
身
を
置
き
、 

賃
金
・
評
価
制
度
の
設
計
・
運
用
を
通
じ
、活
力
あ
る
組
織
づ
く
り
を
強
力
に
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
る
。

注１�　2021年年末実績と2021年夏季実績は、厚生労働省「毎月勤労統計調査」（30〜99人）による
注２�　2021年年末実績と2021年夏季実績の「前年同期比増減率」は、「支給労働者1人平均支給額」
の増減率

■2022年冬季賞与・中小企業業種別予測
2022年年末予測 2021年年末実績 2021年夏季実績

 支給労働者 前年同期比 支給労働者 前年同期比 支給労働者 前年同期比

 １人平均
支給額（円）増減率（％）

１人平均
支給額（円）増減率（％）

１人平均
支給額（円）増減率（％）

調査産業計 350,000 1.5 344,921 ▲ 1.8 338,240 0.7
鉱業，採石業等 545,000 ▲ 4.2 569,137 17.0 451,660 ▲ 1.8
建設業 565,000 ▲ 0.9 570,126 ▲ 0.9 564,611 ▲ 6.5
製造業 350,000 3.0 339,963 1.6 321,913 ▲ 0.4
食料品・たばこ 225,000 0.7 223,457 ▲ 15.8 211,345 ▲ 15.7
繊維工業 215,000 ▲ 2.4 220,282 14.8 192,783 18.4
木材・木製品 355,000 ▲ 4.0 369,967 21.3 325,511 17.0
家具・装備品 295,000 ▲ 0.6 296,913 0.2 323,622 16.5
パルプ・紙 335,000 ▲ 2.5 343,583 ▲ 2.8 344,091 1.7
印刷・同関連業 255,000 3.1 247,365 ▲ 4.6 265,205 4.2
化学、石油・石炭 585,000 ▲ 3.5 606,029 5.9 530,482 ▲ 2.5
プラスチック製品 315,000 4.2 302,289 ▲ 7.8 293,107 ▲ 1.9
ゴム製品 320,000 3.4 309,426 20.6 303,438 17.5
窯業・土石製品 405,000 2.3 395,972 ▲ 2.8 354,691 ▲ 3.7
鉄鋼業 465,000 0.8 461,408 ▲ 9.6 391,357 ▲ 20.7
非鉄金属製造業 440,000 ▲ 1.2 445,215 18.2 432,644 21.6
金属製品製造業 335,000 1.3 330,860 6.4 309,329 ▲ 6.8
はん用機械器具 400,000 1.8 392,804 5.7 360,082 ▲ 0.2
生産用機械器具 460,000 2.2 450,095 ▲ 2.8 426,716 8.2
業務用機械器具 415,000 1.9 407,088 14.8 378,004 ▲ 13.1
電子・デバイス 370,000 5.8 349,879 15.8 309,897 23.3
電気機械器具 270,000 1.4 266,253 19.4 246,932 13.1
情報通信機械器具 430,000 4.1 412,955 ▲ 1.5 469,458 7.5
輸送用機械器具 355,000 1.0 351,399 5.9 348,852 0.8
その他の製造業 310,000 0.7 307,724 18.4 305,389 27.1
電気・ガス・熱供給等 705,000 ▲ 4.3 736,688 ▲ 1.3 751,588 8.5
情報通信業 510,000 3.1 494,811 ▲ 3.1 444,922 ▲ 10.2
運輸業，郵便業 335,000 2.4 327,216 ▲ 0.2 338,415 10.9
卸売業，小売業 295,000 ▲ 6.1 314,033 6.9 308,835 7.2
金融業，保険業 535,000 ▲ 1.4 542,870 ▲ 10.4 562,657 5.8
不動産業，物品賃貸業 505,000 0.3 503,474 9.9 487,905 11.8
学術研究等 640,000 4.5 612,234 2.8 600,032 ▲ 6.5
飲食サービス業等 55,000 12.8 48,755 27.0 39,408 ▲ 6.5
生活関連サービス業等 130,000 0.3 129,597 15.0 113,445 ▲ 4.8
教育，学習支援業 600,000 1.9 588,948 ▲ 1.9 560,812 1.7
医療，福祉 255,000 ▲ 0.9 257,250 ▲ 10.3 230,483 ▲ 9.6
複合サービス事業 415,000 ▲ 3.0 427,868 ▲ 5.9 380,776 ▲ 8.1
その他のサービス業 250,000 2.2 244,710 ▲ 5.9 284,195 13.2
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